
お 知 ら せ
記者発表資料 平成３０年１０⽉２９⽇

合同庁舎記者クラブ、⿃取県政記者会、島根県政記者会、
同時発表先： 岡⼭県政記者クラブ、広島県政記者クラブ、⼭⼝県政記者会、

⼭⼝県政記者クラブ、⼭⼝県政滝町記者クラブ、中国地⽅建設記者クラブ

11⽉は 『建設業取引適正化推進⽉間 』 です
〜 みんなで守る適正取引 〜

中国地⽅整備局は、 11⽉に建設業の取引適正化を図るため、 以下の取組を⾏うこととし
ていますのでお知らせします。

国⼟交通省は、従来から、建設業法（昭和24年法律第100号）の厳正かつ適正な運⽤により、法
令の遵守指導等を通じ、建設業における取引の適正化の推進を図ってきたところですが、依然
として建設業の請負契約における不適切な取引が⾒受けられます。

これを踏まえ、国⼟交通省や都道府県では、11⽉を「建設業取引適正化推進⽉間」として、
建設業の取引適正化に関し集中的に法令遵守に関する活動を⾏うこととしており、中国地⽅
整備局での取り組みは、この活動の⼀環として⾏うものです。

１．期 間
平成３０年１１⽉ １⽇〜１１⽉３０⽇

２．主 催
中国地⽅整備局、⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県

３．実施内容
（１）広報媒体（ポスター、ホームページ等）を通じた普及・啓発
（２）建設企業等を対象とした講習会等の開催※（概要は、別紙のとおり）

（３）建設キャリアアップシステムに関する情報提供
（４）合同⽴⼊検査等の実施

※講習会の取材は可能です。 取材を希望される場合は、事前に以下の問い合わせ先（建政部 計画 ・建設産業課）
宛てにお知らせ願います。

＜問い合わせ先＞
中国地⽅整備局 ０８２－２２１－９２３１（代表）：（平⽇・昼間）
【担 当】建政部 計画・建設産業課⻑ 佐々⽊ ⾼ 志 （内線６１２１）

さ さ き た か し

建政部 計画・建設産業課⻑補佐 森 本 眞 宏 （内線６１４２）
も り も と ま さ ひ ろ

【広報担当窓⼝】 広報広聴対策官 岩 下 恭 久 （内線２１１７）
いわ し た や す ひ さ

企画部環境調整官 井 上 和 久 （内線３１１４）
い の う え か ず ひ さ





「平成３０年度建設業取引適正化推進⽉間」における
中国地⽅整備局の取り組みについて

１．趣 旨

建設業における取引の適正化については、従来から建設業法（昭和24年法律第100号）の厳正かつ適正
な運⽤により、法令の遵守指導等を通じ、その推進を図ってきたところです。
しかしながら、依然として建設業の請負契約における不適切な取引が⾒受けられることから、建設業の

健全な発達を促進するため、建設業取引の適正化をより⼀層推進する必要があります。
このため、平成30年度においても、11⽉を「建設業取引適正化推進⽉間」とし、建設業の取引適正化

に関する法令遵守に関する活動を集中的に⾏います。

２．期 間

平成30年11⽉ 1⽇〜30⽇

３．主 催

国⼟交通省中国地⽅整備局、⿃取県、島根県、岡⼭県、広島県、⼭⼝県

４．実施内容

(1) 広報媒体を通じた普及・啓発
中国地⽅整備局（本局・管内の事務所等）の庁舎にポスターを掲⽰するとともに、ホームページや電光

掲⽰板を活⽤した広報を⾏います。

(２) 建設企業等を対象とした講習会等の開催
「建設業法に関する講習会」を中国地⽅整備局及び各県の主催により、管内6会場（⿃取県は2会場、他

の4県は各1会場）で開催します。講習会の概要は、別紙のとおりです。

(３) 建設キャリアアップシステムに関する情報提供
来年から本格運⽤が予定され、建設業界からの注⽬度の⾼い建設キャリアアップシステムについては、

上記講習会の全ての会場において、講習会の講義に盛り込みます。

(４) ⽴⼊検査等の実施
各許可⾏政庁が単独で⾏う通常の⽴⼊検査に加え、中国地⽅整備局と各県が連携した合同⽴⼊

検査（⼤⾂許可業者、知事許可業者ともに対象とする。）を実施します。



参加申込の受付は、10⽉26⽇ 
を以て、終了しています。
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